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第４回議会のあり方等検討特別委員会議事概要 

日 時 平成 20 年 7 月 1 日（火） 
                             午後 1 時から 

場 所 第 2・３委員会室 
 
１ 駒林良則 名城大学法学部教授による講演概要 
 
竹井委員長 時間となりましたので、研修会を始めます。 

本日の第 4 回議会のあり方等検討特別委員会は、午後の開催としました。

前回、約束しましたように今日は前半が研修会で、三重県議会を視察した時、

県議会の事務局から、紹介していただいた名城大学法学部教授であります駒

林良則先生を講師にお招きいたしました。先生のプロフィールについては、

お手元に配布してありますのでご覧ください。 
先程、駒林先生と食事の時いろいろ話をしましたが、先生は三重県議会の

議会基本条例制定に当たっても、いろいろご指導されたそうで、当市もいろ

いろな場面で、お手伝いなり、ご協力をお願いしたいと思っているところで

す。今日は、1 時間ぐらいの講演と休憩をはさんで 1 時間程度の質疑時間を予

定しています。我々も初めてのことですので、専門的な領域については、ま

だ勉強していませんので、簡単なことでもわからない事もあると思いますの

で、ぜひこの機会に質問をお願いします。 
それでは、さっそくですが駒林先生の研修を始めます。先生よろしく。 

駒林先生 初めまして、駒林と申します。議会のあり方等検討特別委員会にお

招きいただきありがとうございます。私は、行政法を専門にしていますが、

最近は、地方議会にも関わって、勉強をさせてもらっていますので、本日は

私も勉強させていただきます。後ほど、いろんな意見をいただく時間もある

ようで、よろしくお願いします。 
 
 
 

レジュメ 

二元代表制の下での議会基本条例の意義 

亀山市議会「議会のあり方等特別委員会勉強会」 
２００８年７月１日 駒林良則（名城大） 

はじめに 
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「見えない」地方議会改革への苛立ち 
 
Ⅰ二元代表制の下での地方議会改革 

１．地方分権改革の議論と二元代表制 
  １）二元代表制の下での地方議会の位置づけ 

・二元代表制の下での議会と長の関係 － 共に住民代表として、各々権限を分かち

つつ、相互にチェック＆バランスの関係 
・地方議会は二元代表制を根幹とする首長制の下で本来的立法機関としての役割 

を担う⇒その実質化として自治体の重要事項は議会の権限として捉えていくべ

き 
  ２）地方分権改革における二元代表制の論議 

①二元代表制を堅持しつつ、議会と長との実質的対等性の実現を目指す方向 

実質的対等性を実現するために議会活性化を図る 
    ②二元代表制そのものの見直しの方向 
     「自治体は自ら適した組織形態を自らの判断で選びとるべきである」という

組織の自主性自律性論に由来 
 ２．地方議会改革の動向 
  １）議会運営に関する自主的改革の進展 

・議会の本来的権限の行使 
   ・開かれた議会づくり 
   ・議会運営・討論の活性化 
   ・組織運営の合理化効率化 
  ２）しかし、議会権限、長との関係など根幹的な法制度改革は実現していない。 
 
Ⅱ議会基本条例の制定 
 １．制定動向 
    ２００８年４月現在 １県 16 市町で制定。128 自治体が制定検討中 
    さらに拡大するか不明 － 自治体基本条例との関係？ 
 ２．議会基本条例の制定を必要とする状況 
   Ⅰの２．で触れた議会改革の成果を具体化するという要請のほか、以下の法状況

による必要性があると思われる。 
  １）地方議会法制の不備 
   ・議会の組織運営は自治法及び会議規則によって専ら規律されるべきである、と

の通念の存在？ 
   ・議員の法的性格の不明確さ 
  ２）議会と住民との関係の明示 
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  ３）政策形成機能強化への対応 
   ・そもそも自治法は議会が政策形成機能を担うことを想定していない。 
 ３．議会基本条例の主な内容とその検討 
   ①議会審議（原則）関係規定 － 審議の透明化効率化、議員間自由討議の拡大な

ど 
   ②議員活動（原則）関係規定 － 議員の責務・職務、会派、政治倫理、政務調査

など 
   ③議会機能の充実強化 － 政策形成機能強化のための内部機関の設置、事務局の

強化など 
④議会と長その他執行機関との関係 － 審議における一問一答方式、執行機関側

への反問権付与（執行機関との緊張関係確立） 
   ⑤議会と住民との関係 ⅰ）住民の議会への参画の側面 
              ⅱ）住民へ働きかけの側面 
   ⑥議会基本条例の位置づけ － 最高規範性？ 
 ４．「先導的」な三重県議会基本条例に学ぶべき点 
   ①現行の地方議会法制の枠を超えて議会のあり方を志向している。 － 「法定外」 
    内部機関の設置 － 地方自治法関係規定を完結的なものと捉えてきた傾向に

再考を迫る 
   ②「無難な」規定内容で終始するのか、議会基本条例に自ら検討した改革内容を

具体化させるのか。 
 
Ⅲ議会基本条例制定後の議会のあり方 
 １．議会基本条例制定の意義を改めて考えてみる 
  ・議会の位置づけやその活動原則は地方自治法から明らかであるとはいえない－ 

議会基本条例は、議会が自らの意思で議会を運営するためには現行法制度には限

界があることを自覚した結果である（三重県議会） － 議会自律権による独自の

議会組織・運営のルール化への期待 
  ・議会基本条例の制定が議会改革の到達点ではなく出発点であるという認識 
 ２．主導性ある議会を目指す 
  「主導性」の内容 ①議会活動の恒常化 
           ②政策立案への主体的関与 － 議員提案型条例の制定 
           ③政策立案関与、特に議員立法制定について立案過程での住民

意見聴取手続や執行機関意見反映手続の自主的ルール化 
 
 

それでは、紹介がありましたように、1 時間ほど話をさせていただきたいと
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思います。 
お手元に 2 枚のレジュメがございますでしょうか。これに沿ってお話した

いと思います。それから、新聞記事もその下にありまして、今日、話させて

いただく中身は、事務局のほうから二元代表制についてと二元代表制におけ

る議会のあり方という話、そして議会基本条例の話をしてくれということで

した。それで、タイトルとしては、「二元代表制の下での議会基本条例の意義」

ということで話をさせていただきたいと思います。 
まず、本題に入ります前に、議会人ではない人間、普通の住民といったら

いい、そういう者が議会をどのように見ているのか、どのように考えている

のかというようなことに、私は一番関心があって、住民サイドから見た議会

に対する見方、考え方について関心があるところです。住民サイドからは、

地方議会改革について、いろいろ取り組まれていることが、なかなか見えて

こないということがあり、それで、一定の不信感があります。その前にある

のかもしれませんけれども、不信感というのが、結局、政務調査費の話とか、

議会の監視機能が強化されなければならないのに、十分に監視ができていな

いのではないかという点にあるようです。自主的に改革をすべきだと、言わ

れ続けていながらも、なかなか改革ができない。多くの場合は、議員の報酬

とか、費用弁償の問題については、ワーと問題になりますけれども、それか

らどうなったかということまでは、きちっと問題を解決しているにもかかわ

らず、あまり住民は関心を示さない。そのあたりはマスコミも取上げてくれ

ないということもあります。そういうような点が一つあります。 
それともう一つは、私が思っていることですが、議員はいわゆる議員活動

と議会活動の双方について、いろいろと比重を置きつつ、その両方の活動に

取り組んでいるけれども、やはりどうしても議員活動のほうに比重が置かれ

るか、あるいはスタンスがそちらの方を向いていたのではないかと思います。

議会活動あるいは議会の審議について、どれだけ重要視されてきたのかとい

うと、一般的に考えてみると、なかなかそこが見えてこない。むしろ議員活

動のほうに比重を置いていて、議会そのものの審議のあり方、改革について

は、どうしても二番手、三番手になってしまっているというイメージがあり

ます。そういうイメージあるいは不信感というものが住民の中にあるのでは

ないか。 
これから制定を考えている議会基本条例は、ある意味では作ろうと思えば

簡単に作れるわけですが、制定を改革の一つの出発点にしていただきたいと

思っている。あるいは、議会改革の決意表明の一つとして議会基本条例の制

定という形にもっていっていただきたいというのが結論的な想いでございま

す。  
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三重県議会では、いろんな議会改革が行われ、議会で行われた改革の一つ

の到達点として三重県議会基本条例が制定されたわけですが、制定は到達点

というよりも、むしろ第一歩であるということで、これから更に議会改革を

進めていただきたいという意味で、決意表明であると考えています。良い機

会であると捉えていただくことを望んでいます。 
少し長くなりましたが、これからの私の話は、主として三つの話でありま

す。一番目は、二元代表制の下での地方議会改革ないしは二元代表制の下で

の議会のあり方の話、二番目は、議会基本条例そのものの話ということにな

ります。三番目は、これは非常におかしな話ですが、将来のことで議会基本

条例制定後、議会はどうあるべきかという話で、この三つについて話をしよ

うと思って、レジュメを作りました。 
まず、二元代表制の下での地方議会の改革ということですが、結論的に答

から先に言ってしまうと、二元代表制の下での議会というのは、レジュメの

最後の大きな三番目のところにもありますが、議員がどれだけ主導的に議会

というものを動かすかということであります。その意味は、いろんな内容が

あるけれども、最後に話をしますが、主導性ということで、一番いいたいの

は、執行機関から自立している議会ということで、執行機関から独立してい

るわけではありません。執行機関から自立した中で、最終的には、その自治

体の意思を決めていく、要するに合意していくことになりますが、その前の

段階で、どれだけ自立できるのかということを目指す、当面はそういう議会

を考えているところです。 
執行機関から自立するという意味は、これはいろいろな意味内容が入って

おり、誤解を受ける可能性もありますが、敢えてそういうことを結論的とし

て話をしたわけです。中味として、レジュメの１．地方分権改革の論議と二

元代表制ということです。二元代表制ということですけれども、首長制とい

う言葉でも表現できるかと思います。結局のところ議会の議員も首長も住民

の直接選挙で選ばれるという意味では、ともに住民代表だということですの

で、議会と首長との関係は、レジュメにありますように「各々権限を分かち

つつ、相互にチェック＆バランスの関係」にあります。このことは、ご存知

のとおりです。従いまして、首長制という言葉は、結局、両者がお互いに平

等の立場でチェック＆バランスして、分立しながらも最終的には合意に至る、

そういうことを理想としているということです。 
これは、釈迦に説法と思いますが、ただ、ここだけは聞き流していただき

たいですけれども、三重県知事は、首長制という言葉で、首長が偉いんだと

いうことをおっしゃった記憶が私にはあります。その時は、びっくりしまし

たけれども、首長が偉いわけではありません。いくら地方自治法第１４７条
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で、首長がその自治体の代表権限を持っているということがあったとしても、

それは法律上そのような形になっているだけの話であります。その条項をも

って議会よりも首長のほうが偉い、上に立っているんだというような認識は、

今はもう持ってみえないと思います。おそらくいろいろなところから怒られ

て、認識も変わられていると思いますが、何年か前まではそのような考え方

をお持ちでありました。実質的に、政治的にどちらが強い力を持っているの

かということは、別にしても、本来の建前としては、両者がチェック＆バラ

ンスでやっていく。チェック＆バランスが働くということは、基本的には両

方の力関係を同じにしないと働かないわけです。 
もう一つ二元代表制というところで、私が注目しているのは、地方議会と

いうのは二元代表ということを根幹とする首長制の下においては、長に執行

機関があるのであれば、議会には立法機関制がある。本来的にそういう役割

を与えられているはずであるということです。この立場からすると、レジュ

メのアンダーラインを引かせていただいた本来的立法機関というのは、結局、

議会は団体として重要な権限を握るべきだということです。その実質化とし

て自治体の重要事項は議会の権限として捉えていくべきではないかというこ

とであります。 
どうも、旧自治省、今の総務省の偉い人が作った「逐条地方自治法」です

が、昔は長野士郎、今は松本何がし（松本英昭）の法解説書ですけれども、

その中に出てくる考え方は、ご存知のように、地方自治法第９６条１項（議

決事件）には、議会の基本的な権限が制限列挙されている、地方自治法９６

条１項、これこそが地方議会の権限であると、なるべく地方議会の権限を狭

めようという意図で書かれている。これは、昭和１８年の旧市制町村制のと

ころが、改正がなされた後もそのまま引き継いでいるわけです。第９６条２

項をうまく活用すれば、重要な事柄は条例で規定することにより議会の権限

にすることができるという考え方であり、非常に議会を軽く見た解釈になっ

ています。地方自治法には、そういう考え方、つまり議会はあまり活躍して

もらいたくないという考え方、あるいは首長が招集権を持ち、あるいは専決

処分もあるというような、古い考え方がまだまだ残っています。この地方自

治法における首長と議会との関係と二元代表制というものを全体的にイコー

ルに捉えてしまう、二元代表制を地方自治法に結び付けてしまう考え方はお

かしいと思っています。憲法で二元代表制は決まっているわけですから、本

当はそうではないはずであります。そのような形で、どうも地方自治法の実

務的解釈は、議会に対して非常に弱く、首長に優位に解釈をしてしまってい

る。これを打破していくということが、実は地方議会の改革になるのだろう。

少し過激な話ですけれども、目標はそこに置いておくべきだろうと思ってい
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ます。大変な話であることは確かですけれども、志だけは高く挙げておくこ

とは重要かもしれません。 
それから、今まで行われてきた分権改革における二元代表制の論議という

ところで、少し出しておきましたが、議論は大きく二つに分かれております。

まだ、論議の話ですから重要ではないかもしれませんが、①は、二元代表制

そのものは、維持をするという立場です。そうしますと現実に首長の優位が

あるわけですから、議会の地位の底上げ、ここでは、実質的対等性の実現と

いうことを書いておきましたが、議会を活性化して、少しでも首長とのパワ

ーバランスを整えていく。そうしないと首長と議会とがこれから対等に、か

つある意味、けんか腰になるということには無理があるということになりま

す。現在、その議会改革あるいは議会活性化が徐々に進んでいるという状況

であります。 
②の二元代表性そのものの見直しの方向性ということについては、絶えず

議論されています。これは地方制度、大きくいえば地方制度の改革、ないし

は自治組織の弾力化ということで常に言われているところです。この点を後

押ししているのが分権改革の自己決定という考え方で、そういうキーワード

によって、カギ括弧で示しておきました「自治体は自ら適した組織形態を自

らの判断で選びとるべきである」という自分達の自治体の決定は自分達でや

る、そのため自治体の組織においても自分達で自立的に決定すべきである。

自分達が好きなように組織は決定されるべきだ、これはある意味、当然の話

です。従って、必ずしも二元代表性を採る必要はない、うちは採る必要があ

るのか、ないのか、そこら辺は、各自治体で判断させていくべきではないの

かということです。二元代表制を採らない、例えば議会から首長が選出され

たとしても良いのではないかという立場まで議論されています。それは、あ

る意味、重要な話でありますが、どこまで自治体に組織決定の自由というも

のを認めていくのか。それから、自治体といってもスケールにいろいろ違い

があります。道州制が導入されたらとんでもない話になってきますけれども、

自治体の規模が同じではないのに、同じような組織を採っているのはどうか

ということもあります。 
この二つの議論は、現状では二元代表制というのは憲法第９3 条で決まって

いることだから、憲法改正を行わないと、結局、実現は難しい。このため、

二元代表制の下で、あるいは二元代表制というものを堅持して、どれだけ組

織を自由に変えられるか。この枠の中でどれだけ自由にやれるのかというこ

とが議論されています。それには法制度的に変えていくという方法もありま

すし、根幹だけは法制度、いわゆる地方自治法に書いておいて、あとは各自

治体の条例で、好きなように決めるようにするという方法もあります。どち
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らかというと執行機関における行政委員会については、自由さということに

先に手をつけていくということになるでしょうけれども、議会についても二

元代表制の下で、どれだけ変えられるのか、議会に執行機関的な権限を与え

ても良いのではないかということも言われています。二元代表制そのものの

骨格だけ残して、あとを自由にしていくのかどうか、どれだけ自由にするの

かということが今後、議論されていくかもしれません。 
レジュメのⅠの２地方議会改革の動向というところで、１）と２）という

のがあります。１）は議会運営に関する自主的改革の進展については、４点

あります。これまで現実的にいろんなところで、改革がなされてきておりま

す。後でもお話することになりますが、まず現実的に行われてきた議会改革

の成果を議会基本条例の中に反映させるという形になってくると思います。   
一点目、議会の本来的権限の行使というのは、いわゆる地方自治法９６条

第２項の議決事件の追加条項、すなわち条例によって議会権限を追加できる

という、この条項の活用の話とか、あるいは場合によっては、執行機関の各

種審議会委員に議員が就任しているのを制限していくというような形のこと

もここに含まれるものと思われます。二点目、開かれた議会づくりと書いて

おきましたが、これは最近どこの自治体でも行われている積極的な委員会の

公開とか、夜間・休日における議会の開催とか、あるいは傍聴者にもっと配

慮した傍聴規則の改正とか、様々取組みがなされているところです。それか

ら三点目、議会運営あるいは議会討論の活性化、これらでもいろいろ取り組

みが実施されているようです。対面式議会とか、一問一答方式です。それか

ら執行機関側にも反問権を与えるといったような、結局のところ議員相互の

討論をもっと深めるような、ないしは執行機関と議会が緊張関係にある議会

審議を行うという趣旨が中心だろうと思われます。四点目、組織運営の合理

化効率化、これは従来から言われてきた話で、議員定員の削減の話とか、あ

るいは政務調査費、報酬の見直しなどの話など、このあたりは、以前から議

論されているところです。この４点に絞れるかどうかわかりませんが、こう

いった内容の議会改革は自主的に進められてきています。また、場合によっ

ては、その内容が固まっておれば、地方自治法が規定改正にもなって行くで

しょう。こういう改革は徐々に進んでいるということです。 
しかし、２）議会権限とか、首長との関係という根幹的な部分についての

法制度改革の実現というのはなされていません。ここは確かに難しいところ

で、先程、本来的な立法機関の話でいきますと、現状の地方自治法第９６条

１項、ここら辺の書き方を抜本的に改正するというようなことは、まだ意見

としては徐々に出てきているけれども、まだ議会の権限を法制度上も広めて

いくというところまでは至っていないように思われます。 
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それから議会と首長との関係、今の話も首長との関係ですが、どこでも言

われている議会の招集権限を首長から議長に渡すことをどうするのかという

ところも改革されていません。細かなところはいろいろありますが、要する

に議論としては議会運営において、現行法制下で十分対応できるようなとこ

ろについて改革が先行して進んでいるという状況であろうと思われます。 
レジュメのⅡ、これから亀山市議会も議会基本条例の制定について検討を

していくということですが、１．として制定動向、これも新聞記事等でご存

知のとおり、この４月現在では、全国でも三重県議会と１６市町でしか制定

されていません。新聞報道によりますと全国で１２８の自治体が制定を検討

中だとのことで、亀山市もここに入ってくるのかも知れません。ただ、これ

以上、制定を検討する自治体が拡大するかどうか、あるいは実際に議会基本

条例が制定されるのかどうか不透明なところもあります。そのいくつかの理

由としては、当り障りのないところとして、自治基本条例、まちづくり条例

といったようなものが、多くの自治体において、既に制定され、その中に議

会のあり方についても盛込まれているところですと、敢えて議会基本条例を

作る必要性はないだろうということです。そうすると、そこから見えること

は、基本的な住民と議会との関係とか、議員の職務・責務といったようなご

く基本的な議会のあり方を議会基本条例には書くものだと、そのように認識

してしまうと、既にまちづくり条例、あるいは自治基本条例にそれらの内容

がほとんど書かれていることなりますから、敢えて、新たに条例を制定する

必要はなかろうということになります。自治基本条例のほうが先行して制定

されていくことになると、それと議会基本条例との関係をどうするんだとい

うことが出てくると思います。そういう意味では、議会基本条例の中味とも、

勿論関わってくるけれども、これから制定する自治体がどのように拡大して

いくのか、隣が制定したから、うちも制定しなければならないという感じで

いくということであれば、広まっていくかも知れません。 
２．議会基本条例を必要とする状況ということですが、自治基本条例の中

に含まれているような抽象的な議会のあり方、これも重要とは思いますが、

実は、いろいろな問題があって、先程お話した自主的な改革を具体化するだ

けではなく、やる気があれば、議会基本条例で触れてもいいという内容があ

ると思います。それは、どういう内容か、個別具体的にここでお話すること

はできませんが、いくつかその問題点だけでもお話できると思っています。

レジュメ２ページの１）、２）、３）については、言ってみれば、自治基本条

例が制定されていても、議会基本条例を制定すべきではないかと思われる法

的な状況があるのではないかと、従来から思っていました。 
１）地方議会法制の不備ということでありますが、私は実務的なことがよ
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く分かっていない人間なので、言っていることがトンチンカンな話をしてい

るのじゃないかと気にしていまして、違っていたら恥ずかしい話ということ

になります。その不備という意味は、大きく二つに分けることができます。  
一つ目は、議会の組織運営というものは、ほぼ地方自治法とそれから会議

規則とそれから各議会が作っている申合わせ事項とかこういったもので、既

に完結している。あるいは議会運営の組織というものは、地方自治法とか会

議規則に専ら規律されているのであって、この枠を踏み外してはならないと

思っているのではないかと思われるわけです。そうではなく、それは昔から

そういう形のことが書かれているわけですけれども、２１世紀にもなって、

インターネットでいろんなことが分かるような状況の中で、法律とか会議規

則だけでよいのだろうか。その枠を踏み外してはダメというふうに、だれが

どうしてそのように思わせているのか。それは旧自治省なのかもわかりませ

んが、そのようなおかしな話はないわけで、まず自分達が議会として、こう

いうことがやりたいと思って、最近は改正がいろいろとされてきたけれども、

全国議長会の考え方を見ていると、これは実情に合わないから法制度を変え

てくれ、こればかり言うわけです。先にその枠を超えて、そこの議会が思っ

ていたのであれば、一遍やってみたらどうかということです。それでは、地

法自治法違反になるのではないか、規則違反になるのではないかという心配

は確かにあるかもしれません。下手をすると住民訴訟に発展する可能性もあ

って、それをびびっているのは事務サイドであって、議員サイドは自分のや

りたい組織で、必要性があるなら一回それをやってみるような、そういう思

考、考え方に１８０度変えていくべきじゃないかという意味では、地方議会

法制というのは、いろんな穴がいっぱいあるのではないかと思っています。

おかしなところがあるのではないか、そこにあまりとらわれずに一歩踏み出

してみるということが重要ではないかと思っています。その取っ掛かりとし

て、議会基本条例が、その穴を埋めたり、あるいはその枠をやや超えてしま

うということもあっていいのではと思っております。 
もう一つは、議員の法的性格の不透明さということを書きました。これは、

先般、６月の地方自治法の改正において議員の報酬が非常勤の報酬規定から

切り離されて議員報酬という形で、第２０３条の２が新しくでき、言ってみ

れば純粋の非常勤ではないということが、はっきりしてきたということかも

しれません。しかし、まだまだ中途半端な法的な位置付けであって、報酬だ

けが非常勤から切り離されたからといっても、非常勤職であると言えなくは

ない。変な言い方ですけれども、まだまだ議員の法的な性格が明確になった

わけではない。自分のところは、これを何とか議会基本条例で明確にできな

いのかという思いです。 
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それから２）と３）これは、地方自治法などが予定していなかった、想定

していなかった話です。議会と住民との関係の明示が必要であるということ

ですけれども、たしかに議員というのは、住民代表ということですから、特

に地方自治法において議会と住民との関係は書かなくってもよかったのか知

れません。現状では、３）の政策形成機能を強化し、これから議員提案の条

例を作っていくことに本気になって取組んだ場合、どうしても議会と住民と

の関係をきちっと考えていかなければならないことになります。ある意味、

非常に難しい話かもしれませんが、執行機関が提案する議案、あるいは条例

案を審議するのとわけが違い、議員の責任で作るということでありますから、

住民から遊離したような、そういった形で条例を作っても､はじまらないわけ

です。議会が、どれだけ執行機関を使ってもよいですが、住民の意思を吸い

上げて、どのように条例に結びつけるのか。議会と住民とのチャンネルをど

のように確立していくかということになります。現行の法律は、このような

ことを想定して作っていませんが、作るべきだと思っています。 
３）政策形成機能強化への対応、これは、今お話したとおり、そもそも地

法自治法の規定を見ると、議員が自分の力だけで条例を作るというようなこ

とを想定していないんだろうと思います。その想定外のことについて、政策

形成機能の強化や地方分権ということを以前から言い続けてきているわけで

すが、そこに法的な根拠みたいなものを地方自治法には求められないという

ことです。そこで何らかの法的根拠を作ってもいいのではないか、議会基本

条例が、その法的根拠を与えるのではないかと思っています。議会基本条例

には、その他にもいろいろな側面がありますが、後ほどお話したいと思って

おります。 
次の３．議会基本条例の主な内容とその検討、これはこれまで作られた議

会基本条例の規定内容をやや羅列的に並べたものです。内容は、おおむねご

存知と思いますが、議会基本条例はその性質上、特に市町村レベルにおいて、

抽象的、宣言的な中身になってしまっています。それでも、いくつか主な内

容を見ていくと、レジュメの①～⑥までの６点ぐらいに集約されるのではな

いかと思っております。一番規定されているのは、やっぱり会派で、議会基

本条例で会派というものを取扱うところが目立ってきています。 
それから③の議会機能の充実強化、先程の政策形成機能の強化というとこ

ろでお話しましたが、強化のための内部機関の設置ということを三重県議会

においては条例化されました。全員協議会とか会派代表者会議などの非公式

組織については、今度の地方自治法の改正で、法的根拠を持ったものにする

ことができるようになりましたけれども、ここで言っているのは、三重県議

会では政策形成機能を強化するための内部機関、こういったものを作ったと
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いうことです。三重県議会でも、特に付属機関の設置については議論のあっ

たところですが、議会基本条例でこれを規定するということは、躊躇すると

ころがあるかと思います。それから、これに関連して、議会事務局の強化と

いうことですが、これも当然、お題目だけではなくて、本当に事務局強化を

図ることは必要なことです。それから④の議会と長その他執行機関との関係、

これについては先程お話しました。⑤議会と住民との関係、これは住民に対

して議会をオープンにするということです。これには住民に議会を聞きに来

てもらうという側面と住民に積極的に働きかけていくという側面、そういっ

た二つの側面があります。ここで、住民との間にしっかりしたチャンネルを

作るという非常に難しい話ですけれども、ぜひとも必要なことではないかと

思っています。それから⑥の議会基本条例の位置付け、ここでは最高規範性

ということが問題であります。ここでは、議会に関係のある各条例の中で、

議会基本条例が最高の条例であるということをもって、最高規範性があるか

どうかということです。実質的にそのような位置付けをするための細工、工

夫をすることは、十分可能であります。ただそのように規定するということ

については、三重県議会基本条例の制定の過程でも議論されたけれども、な

かなか難しい問題ということになります。法制度的に各条例間には、優劣を

つけるということを考えておりませんから、本当に最高規範性について書い

たとしても、つまり「議会基本条例に違反する議会関係条例は無効である。」

と書いたとしても、それは実効性のないものであると、私は考えております。

個人的にはそのように思っていますが、ただ最高規範性に近い形での工夫を

することは十分可能であると思っております。 
４．の「先導的」な三重県議会基本条例に学ぶべき点、これについては、

既に三重県議会へ行政視察に行かれたということですので、特にここでは付

け加える点は無いかもしれませんが、三重県議会基本条例と他の自治体の議

会基本条例を見比べて、特徴的な点がいくつかあるのではないかと思ってい

ます。私は、感想的に二つあると思っておりまして、一つ目は三重県議会基

本条例は、先程の付属機関のところでもお話しましたけれども、現行の地方

議会の法体系の枠を超えて、議会のあり方を考えようとしているのではない

かということです。このことは、先程も少し話しましたけれども地方自治法

とそれに関連する法規定は、必ずしも完結的なものではないということを十

分に認識して、法律の枠を超えるということは、少し問題があるかもしれま

せんが、法律も完全無欠なものではない、だから時代が変われば、法解釈で

変えていくか、あるいは法改正が行われるまでは、思い切って法律の枠を踏

み越えていってはどうかと思っております。そのようなきっかけを与えたの

が三重県議会基本条例ではないかということです。 
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①と②とは関連しており、結局、無難な規定内容で終始するのかどうか。

北海道の栗山町などいろいろな自治体において議会基本条例が制定されてお

りますので、それらのエッセンスを全部集めてきて、執行機関側が文句を言

わないだろうというところ、そういうツルンとしたというか、無難な規定内

容でいくのか。あるいは議会基本条例に自ら検討した改革内容を盛込めるこ

とができるか。「自ら検討した」というところにアンダーラインを引いたのは、

他のところで検討したのではなく、自分のところで検討した改革内容をここ

に盛込めるかどうかということです。栗山町が執行部の反問権を規定したか

ら、みんな取り入れてしまう。これはこれでいいと思いますが、それでは私

達は、別の内容について新しいことを一度考えてみるということもどうでし

ょうか。ひょっとしたらそれがスタンダードになって、他の自治体に波及す

ることになるかもしれません。 
三重県議会基本条例は、県のレベルの話ですからそれはスタンダードであ

るかもしれませんが、その内容では市町村においては重すぎるかもしれませ

ん。従って、参考にはしつつも、市町村には市町村のレベルでの議会基本条

例というものがあると思っています。先程、議長さんとも話をしましたけれ

ども、亀山市のように議員の数が２０名から３０名ほどの自治体においては、

監視機能と政策形成機能の両方ともやるということはなかなか難しいことで

あります。議会事務局とタイアップすることは、必要ですけれども、それで

も議会事務局の職員数は少ないわけです。そのため、監視機能か政策形成機

能かのどちらかにシフトしても良いのではないかということもあるわけです。

そうすると、例えば監視機能にシフトするのであれば、それに合った議会基

本条例になるだろうし、政策形成機能のほうを一生懸命やるということであ

れば、そのことに力点をおいた議会基本条例が必要であると思います。モデ

ル的などちらでも対応できるようなものを作るということも良いのかもしれ

ませんが、オリジナル的な規定も含めてみたらどうかという話です。それは

三重県議会基本条例から学ぶべき点であると思っております。いろいろあり

ますけれども時間がなくなってきましたので次へいきます。 
最後の大きなⅢ番、これはまた非常に難しい議論で、質問受けますとお答

えしづらいかもわかりませんが、お話したいことが二つございます。一つ目

は、議会基本条例制定の意義を改めて考えてみるということでございます。

これは、先程からオリジナルな規定というもの、あるいは議会基本条例の制

定は、議会改革の到達点ではなく出発点だという認識について、既にお話を

しましたので、議会基本条例の制定をきっかけに、さらに改革のペースを早

くするということとか、規定する内容について大いに議論を巻き起こしてい

ただきたい。また、住民を巻き込んでもいいですから、議会に関心を持って
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もらう、そういうふうなことのきっかけにしていただきたい。そういう想い

があって書いています。そうすると、議会の議員が自分達で自分達のルール

を作っていくという、これはこれで大変な話で非常に勉強していかなければ

ならないことでもあります。これをやっていただくと議会事務局もまた勉強

になり、議員と議会事務局の相互作用で議会改革がどんどんと広がっていく

のではないかという感じがします。それを期待して、議会基本条例の制定に

向けて議論をしていただいて、理解を高めていただきたいということが一つ

あります。 
それから２．の主導性ある議会を目指すということでございます。これも

どちらかというと、三重県議会に触発された議論でありまして受け売りでご

ざいます。「主導性」の内容、つまり自分達が議会を動かすということは、ど

うしても執行機関側とうまく連携を取りながらとか、これは必要ですけれど

も、議会が執行部に何か動かされているのではないかというイメージを住民

側に与えるのかもしれません。それで、どういった形で主導性といったもの

が図れるのかということです。いろいろ考えられるわけですが、さきほどの

話と重なってきております。 
一番目は、三重県議会のように議会活動を恒常化するということ。これは

これで大変なことなのでしようけれども行政機関の監視もやり、それから政

策形成もやらなければならないと、そうなると時間的に足りなくなってしま

います。ということはいわゆる純粋な議員活動を議会活動のほうに重点をシ

フトしていかなければならないということになります。ですから、監視も政

策形成もやろうということは、議員の意識改革というものを伴っているとい

うことで、これもまた大変なことです。しかし、そうなりますと執行機関側

としても議会側のやる気がわかってくると、下手な対応はできなくなると思

います。要するになめてかかられないようにするためには、議会も力をつけ

る必要があるということです。 
②は政策立案の主体的関与、これは当然の話で、主体的に政策決定とか、

政策立案に関わっていくということです。③は政策立案関与、議員立法によ

る条例等の制定過程において、住民と意見交換、ないしは住民とのチャンネ

ルをちゃんと確保しておくことも必要ですし、執行機関の意見を聞くことも

必要です。つまり、議員が条例案を作って、自分達で決定してしまうという

独断的なことになってきますと、執行機関はかなり嫌がる話になります。こ

のため、執行機関側の意見を条例制定過程においてどのように入れるか、こ

れも非公式な形で意見を聴くというのはもう時代遅れで、オープンな形で意

見を聴取するということが避けられません。こういう議会のオープン化も含

めた形でルール化をする。これもルールを議員が自主的に作るというところ
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にミソがあり、執行機関のほうにこういうルールを作ったからと言うと、あ

る意味執行機関にとっては、襟を正すというか、これではちょっとなめては

かかれないぞというふうに思わせることになろうかと思います。 
最初の、与えられました時間も尽きました。申しわけありませんが、話に

ついては不十分かも知れません。言いたかったのは、ある意味、二元代表制

の下では議会は主導的で執行機関から自律している、先程、結論をお話しま

したが自律していて、ちょっと言い方悪いですけれども執行機関側からはな

められない議会になるということが重要と思っています。執行機関側からす

ると、一応持ち上げておいて、議会ないしは議員が上手に思うように動いて

くれればシメシメとたぶん思っています。それは、そうではないぞと思わせ

るということは、これから重要なことであると思っています。その一つのツ

ールとして、手段として議会基本条例を制定していただくのも一案ではない

かということであります。まあ、少し取り留めのない話で、全部お話できな

かったかもしれませんが、時間がきましたので、これで終わりにしたいと思

います。どうもご清聴ありがとうございました。 
 
竹井委員長 約一時間、先生には質疑の時間を取っていただいております。た

だ今、背景から制定そして制定後へと、我々がこれから議論をする内容につ

いていろいろ勉強させていただきました。私たちは、これからその手順に従

って進めていくわけですけれども、先生の講演の中で不明な点等がございま

したら、順次お手元のマイクのスイッチを入れて発言をお願いします。 
特にこちらからは指名はいたしませんので、先生に直接聞いていただきた

い。まず、委員の方からそれぞれ順番に、ご質問のある方は挙手をして、先

生にご質問をお願いします。委員の質問が終わりましても、まだ時間があれ

ば、せっかく傍聴の方もみえますので、質問をお願いします。なお、議長に

つきましては、委員といっしょに質問していただいても結構です。それでは、

順次発言をよろしくお願いします。 
宮村委員 本日は、先生たいへんご苦労様です。ぜひ先生をお招きしてお話を

聞きたいとそんな願いをしたこともありまして、たいへんうれしく思ってお

ります。 
一言で言いますと、常に緊張感を議員、議会が持っているかということで、

後にも議員の質問がひかえておりますので、簡単に言いますが、例えば一例

をあげますと、今月早々に常任委員会で行政視察を行う予定ですが、当市の

ことについては、職員から聞いたことありませんので分かりませんが、他市

においては、市職員が常任委員会として議員が行政視察に行くという情報を

議会事務局から仕入れた場合、議員は何を視察に行くのかなということに大
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変関心を持っている地方自治体もあるわけです。そういう意味では、これに

限らず、常に議員の行動、議会の活動についてどういうふうに市職員が見つ

めているのかなと、そんなことを根底に議会活動、そして議会改革を考えて

おります。そこで一点だけお尋ねしますが、私もここにいる議員の皆さんも

考え方はまったくいっしょですが、首長の専決処分について、前回も勉強さ

せていただいたところですけれども、専決処分として一方的に決定しておい

て、後から承認という形になりますが、このやり方について私はどうも解せ

ません。先程、議会改革の中でお話していただいた、今後の議会のあり方、

活動、改革ということに入ってくると思いますが、専決処分について先生は

どのようにお考えでしょうか。 
議会で審議するとなりますと臨時会を開催しなければならないなど議会活

動の仕事がけっこう増えるということになります。議会に限らず、物事すべ

て先に決定しておいて、後でどうかお願いというより、まあよろしくとこん

な感じはどうかなと思います。私は、やっぱり専決処分についてはさせない、

臨時議会は一日あればできることですから、これは必要じゃないかなとこう

いった緊張感が必要だと、そんな思いをしています。 
また、何か一つ議会改革の中では目玉になることが必要じゃないか。いく

つも実施することは大いによいことですが、メニューばっかり多くて、腹痛

をおこしてもしかたありませんので、消化のいいところのものから優先順位

で取上げていくべきじゃないかなと、こんな想いをもっています。 
まず専決処分について、先生のお考え方だけお教え願いたい。 

駒林先生 一問一答でいきたいと思います。専決処分、これには二つあって、

地方自治法第 179 条のお話、要するに議会を開催する暇がないとか、いろい

ろな前提条件がついていますけれども、これがある意味、少し言い方は悪い

ですけれども、ルーズに運用されて議会をないがしろにしているという、そ

ういう運用がされているのではないか。ここは改めるべきではないかという

ことで、おっしゃるとおりだと思っております。 
いつも言っていることですけれども、専決処分があって、かつ議会の招集

権も首長にあると、議会の議決権限を地方自治法第９６条１項で制限してい

るというふうに解釈すると、首長は、都合の良い時に議会招集を行い、議会

の意見をまあ聞いて、それで議決してもらい、残りは議会を招集する暇がな

いとか何とか言って、専決処分として自分で決めるところは決めてしまうと

いう運用すらできるということです。今の地方自治法制度は、そのような首

長から見るとうまくやろうと思えばできるわけです。そもそもそういう形で、

市制町村制の明治憲法下における話で申しわけございませんけれども、昭和

１８年の地方自治法改正、そういうところから説き起こしますと、うるさい
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議会は、黙ってもらいたいというのが本音であって、地方自治法第９６条（議

決事件）なんかは改正されて今に至っているわけです。そういう仕組みは、

実はよく読めばそういう形になっていたので、法制度上は変えられておりま

せん。専決処分は、昔からある制度です。だから議会が常に開いていないと

いうことを前提にした制度であると思います。ということはこれから恒常的

に開くということを基本に考えれば、今おっしゃるような専決処分というも

のは本当に考え直す時に来ていると思っています。 
三重県議会は、当初からこの専決処分について、問題視されていましたし、

今日は、三重県の職員もお見えですけれども３月末の地方税法改正に伴う関

係の県税条例改正については、必ずどこの都道府県でも専決処分です。地方

税条例の一部改正を行う必要がある時を議会の会期内とすることによって、

その専決処分は許さないということにした。専決処分ではなく、審議しよう

と思えばやれるわけで、一応、専決処分という制度は今のところあるわけで、

それはそれとしてしかたがないことですが、うまく機能させないという方法

もあるのではないかと思っております。制度そのものの成り立ちがおかしい

のではないかとおっしゃっているように思いますが、そのとおりだと私も思

っております。ただし、地方自治法がある以上、そこをうまく執行機関側に

使わせない方法をこれまで怠ってきたという感じはしております。おっしゃ

る通りそれだけでも一つ目玉の改革になるのではと思っております。 
また、ご意見につきましては、私も同じような考え方を持っております。 

竹井委員長 皆さん、質問があると思いますので、とりあえず各委員一巡した

後、まだ時間があれば２巡目の質問とさせていただきます。一人一問でまず

お願いします。 
水野委員 今、亀山市では市民まちづくり条例いわゆる自治基本条例を作ろう

としております。その議論の中で、議会の位置付けについても意見が出てく

ると思います。そういう状況に対応する形で、議会基本条例を作ろうじゃな

いかという発想があるわけです。先程の先生の話では、議会基本条例の制定

にあたって、例えば地方自治法でも規定があるじゃないか、会議規則でも規

定があるじゃないか、また市議会申合わせも既にあるじゃないかと言われま

したが、この議会基本条例を作るメリットについて、市政という大きな観点

から見たメリットはどう考えたらいいのでしょうか。先生の所見をお聞きし

たい。 
駒林先生 亀山市政上のメリットについては、まだ亀山市議会基本条例が作ら

れていないので何ともいえない段階であり、また作った条例の内容にもよる

と思います。今のご質問の前段部分で、まちづくり条例の制定に向けた議論

がなされているところであると、ただし、先程の議長のお話などでは、まち
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づくり条例においては議会に関する事項は触れないということを聞きました。

そういうことですと、議会と住民との関係についてとか、議員の職責につい

てとかそういった事項はまったくまちづくり条例では触れられないことにな

ります。このため、議会基本条例の中で亀山市議会のあり方についてどうす

るということは十分反映でき、中味によっては、まちづくり条例と並ぶよう

な高い位置付けになるという感じはいたします。幸か不幸か、そのような形

でまちづくり条例が議会に関することを外した内容になるということでした

ら、むしろチャンスではないかと思います。まちづくり条例がその自治体の

最高規範だというふうに位置付けられると、先程の話ではありませんが、最

高規範かどうかは問題のあるところですけれども、仮に最高規範だとしたら、

議会に関することはノータッチであるため、十分に議会に関することで市政

運営上の重要な事項は書き込めるのではないかと思っています。それは、執

行機関との関係においても、さまざまな事項が書き込めるのではないかと思

います。 
ただ、最終的にはまちづくり条例との整合性について、できていない条例

とできていない条例との間の整合性という話は、おかしいですけれども整合

を図ることは同じ条例ですから考えなければならないのは当然の話でありま

す。議会、執行部の片一方が作るというのはおもしろいと思っております。

また、先に作ってしまうという手もあるかもしれません。こんな条例を作っ

てしまったから、これに合わせてくださいと言ってしまってもいいのかもし

れません。 
鈴木委員 先生、ご講演ありがとうございました。レジュメの中で、「自治体は

自ら適した組織形態を自らの判断で選びとるべきである。」という書き込みが

ありますが、どのような例を挙げられるかのかなと思っていたら、議会から

首長が出ても良いのではないかとの発言もありました。それは法律の枠内で

はないわけでありますが、法律の枠内においてこの組織形態を変えるとした

ら、例えば他にどんな例があるのでしょうか。 
駒林先生 今、議論されているのは、二元代表制そのものの見直しということ

です。大きな議論として自分のところの組織は自分で決めたらいいではない

かということですが、二元代表制そのものは、憲法上の制約があって、これ

でなければならないということになります。私もこの立場で、どちらかとい

うと二元代表制の堅持をとの考え方です。それで二元代表制の枠組みの中で

ということでの発言でありますが、考えていたのは、地方自治法の改正とい

うことを考えておりました。そういう意味合いでは地方自治法の範囲内でと

いうことではなく、憲法の範囲内でということであります。ちょっと議論が

大きくなり過ぎるのかもしれませんが、私が考えていることではもちろんあ
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りません。例えば議会の解散とか、不信任に関する現行規定については、も

っとやりやすいように改正してはどうかということを提案している人もいま

す。 
組織形態ということについては、普通言われているのは、議会の部分では

なくて、執行機関側のことであります。例えば、教育委員会は、現在、法律

で設置を義務付けられているわけですが、設置しなければならないという義

務付けを全部外してしまって、設置したいところは設置してもいいし、設置

したくないところは設置しなくてもいいということに変更してはどうか。そ

うなりますと、教育委員会の持っている権限は首長のほうに行くということ

になります。議論のあるのは、教育委員会とそれから農業委員会であります

が、両方とも事務局レベルでは必要性は高いといわれています。市町村レベ

ルにおいて、多数の委員会が本当に必要なのかということがあって、これら

の組織形態を規定している地方自治法あるいは個別法を改正すべきではない

かと言われています。結局のところ、これらの組織変更については法改正が

なければちょっと難しいかもしれませんが、ただ自分達で組織形態を選ぶこ

とができれば、設置してもいいし、設置しなくてもいいという選択の幅がも

らえるということになります。 
それぐらいでのコメントしかできませんが、今のところ憲法の制約があり

ますので、議会から首長を選ぶということはできないと思っています。こう

したことをやるところもあるし、そうしないところもあるという選択制を設

けたらどうかそういう意見は大胆であります。これは憲法第９３条の問題に

引っかかってくると思いますが。議会がいらないという組織形態もあってい

いのではないかといわれています。執行機関だけでよい、そのほうが意思決

定が早いということです。 
森（美）委員 先生、今日はどうもありがとうございました。先生は、住民サ

イドから見ると議会に対する不信感があるということを最初に話されました

が、その中で主導性ある議会として、議員活動から議会活動へ軸足をシフト

していく必要があるのではないかということを述べられました。しかし、議

員として活動の軸を議会活動にシフトさせていった場合、果たして住民に受

け入れられるのかどうか、またどのように住民に受け入れられていくのか、

そういうところについて教えていただきたい。 
栗林先生 法律をやっている人間には、なかなかこのあたりは難しいことです。

専ら地方議会を勉強している政治学者ですとそういうところについて十分お

答えできるのだろうと思いますが、ご質問の内容は非常に法律論から離れて

おり、苦手なところで、どうお答えしたらよいのか難しい内容です。今の質

問は要するに、議会活動が忙しくなれば議員活動から議会活動のほうに活動
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の重点をシフトしていかなければならないということになり、それを住民が

どう評価するのか、評価してもらえるのかということだと思います。受け入

れられるかどうか、受け入れられないということは、次の選挙で落ちてしま

うということですか。どのように考えたらよいのでしょうか。 
 後援会に入っていたら別かもしれませんが、普通の住民はむしろ議会活動

についてあまり知らない、分かっていません。このため、議員個人が政党を

含めどのような議会活動をしているのかについて、普通の住民はあまり関心

がない。むしろ議会の活動をきちっとやってくれているのか、報酬を出して

いるのは、議会の活動があればこそと思っているわけです。このような言い

方は問題でしょうけれども、昔の議員は議員活動が主で、議員活動に附属し

て議会活動が在るという考え方が主でした。ところが私の話では、議会活動

を主にしてほしいということです。しかし、議員は議会活動で報酬をもらっ

ているわけです。そうすると、住民といってもどのような住民をイメージす

るかによって、議員活動と議会活動への比重の置き方はいろいろ異なってく

ると思います。むしろ目に見えない住民の方を念頭に置いていただきたいと

いう考え方を持っており、いろいろ議員に言ってくる特定の住民にとっては、

議会活動よりも議員活動を一生懸命やってほしいと思っているのは確かだと

思います。そういったことも重要だとは思いますが、今の話はもっと議会活

動のほうに比重を置いてみたらどうかということです。両立できないという

ことをおっしゃりたいのではないかと思いますが。 
森（美）委員 先の話であれば、全体的に見て住民の方というのは、議会活動

には関心がない。議会に対する不信感というよりもどちらかというと関心が

ないという部分も往々にしてあるのではないかと思っております。地域のこ

となど、いろいろなことについて議員に働きかけをするというようなことに

重きを置いている住民の方も多い中で、議会活動に比重を移した時、それを

住民の方が受け入れてくれるのかどうか、先生のお話を聞いた中で、少し感

じましたのでお聞きしました。 
駒林先生 私が議員の立場になって考えますと、何だかんだいろいろ言われて

も４年に一度の選挙で落ちてしまったら、議員活動も議会活動もなにもない

わけですから、先ず議員活動ありきということが、今のお話の底にはありそ

うですね。自分が議員だったらそのように考えることもいたしかたないと思

います。 
ただ、議員は住民代表ですけれども全住民の立場からいうと、ある程度議

員活動から外れた亀山市全体のことも担っているわけですから、その部分の

仕事についても十分に住民の理解が得られると思っております。どちらか一

方に、すべてシフトさせろといっているわけではなく、もう少しこちらにシ
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フトしてくれと言っているわけです。やはり議員という身分は、パイプ役的

な部分もあるのでしょうけれども、それとは切り離された市全体の立場で物

事を決める、あるいは制定するということはあり得ることで、そこは自由じ

ゃないですか。むしろそういったことをいろいろやっていただいた経験とい

うものは、また議員活動に跳ね返ってくるのではないかという感じはいたし

ます。 
竹井委員長 ただ今の件は、たぶんこの委員会の中でもいろいろ議論されるこ

とと思いますが、先生の立場は二元代表制ですから組織論としては、いくら

議員が強くなっても、議会が強くならないと弱い面がでるのではないかとい

うお考えであります。これについては、またこの委員会において議論として

進めさせていただこうと思います。 
前田委員 単純な質問で申しわけないですが、現在、全国で１６市町において

議会基本条例が制定され、１２８自治体で制定が検討されているということ

をお聞きしました。定数とか報酬など大雑把な項目では各自治体ともあまり

差はないと考えます。先生は、いろいろな情報を得てみえると思いますが、

既に制定された、あるいは制定を検討されている議会基本条例の内容、項目

の中でユニークといいますか、特異というか、こんな発想もあるんだ。又は

これはというものございましたら教えていただきたい。 
駒林先生 今のご質問も非常に重要な質問と思います。私そんなに勉強してい

ませんので、１６もの市町で議会基本条例が制定されたのかなと思っており

ます。ただ今、ご発言がありました各市町の議会基本条例をざぁーと見た限

り、それほど注目に値するものは、今のところありません。そのことについ

ては、今日お見えになります高沖次長さんがご存知かも知れませんので、後

でお答えいただきたいと思います。 
三重県議会基本条例は、その意味ではユニークです。これまで議会改革の

ための委員会を長年続けておられたということもあって、いろいろな問題点

が指摘され、それが少しずつ削れていき、最終的にあそこまで残ったという

ことです。その経過はご存知じかもしれませんが、本来ならいろいろ条例化

されるべきであった事柄が、最終的には執行機関との関係でも落とされてい

きました。おそらくユニークな部分というのは、どこの自治体も規定したい

と思いますけれども、一つは執行機関との関係があるときは、そことの調整

において、かなり難しい部分もあり、まあ妥当なところに落着くのではない

のかという感じはします。ですから反問権というような、ある意味そんなに

大した事じゃないように素人目には思いますが、そんなことでもワァワァ言

うぐらいですので、もっと新しいことを出せば、きっと反響が起こるのでは

ないかと思っています。そういうことぐらいでしょうか。ただ議会基本条例
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をずうーと見ていたら、やっぱり自分達でやっているいろいろな改革を具体

化しようとするところは見えてきて、それぞれ違いは出てきます。その辺が

一つです。もう一つは、会派について比較的突っ込んで書いているところと

書いてないところ、またさっーと書いてあるところ、その辺の差はあるよう

ですけれども、微妙に差はあっても何か大きな目玉的に突出しているのは、

あまりないように思います。もし、あったら何か情報が入ってくると思いま

す。高沖さんどうですか。 
高沖県議会事務局次長 私もあまり市議会レベル、町議会レベルの議会基本条

例の中味について詳しく調べていませんが、三重県議会は、先程先生からお

話がありましたように、政策形成機能を充実させようということで、付属機

関と調査機関と検討会というものを設けようと、これもあれもといろいろ掲

げました。それによりまして、政策を首長のほうへどんどん提言していくこ

とを努力目標とするように規定しましたので、各議員も条例で規定した努力

目標ですので、議員としては政策形成機能に努力していかなければならない

ということになり、大きな責任をこの条例で負ったことになりました。  
これを受けまして、栗山町議会は、この３月に栗山町議会基本条例を一部

改正して、三重県が規定した調査機関というものを、三重県議会基本条例の

一部を引用いたしまして、新たに加えたということを聞いております。 
それから三重県議会の独自のものとして、議会改革を絶えずやらなければ

ならないということで、議会改革推進会議という組織をこれまで全議員が参

加してやってきました。それを条例上の組織として議会基本条例の中へ位置

付けして、終わりなき議会改革に取組んでいくということを議会基本条例に

謳いました。そうすることによって、議会基本条例を制定した後も、それで

終わりではなく先生の話にもありましたように、そこを出発点として今後も

どんどん議会改革に取組んでいくということを謳うようにしました。その辺

が他の市議会、町議会の議会基本条例にないような規定を三重県議会は先に

規定したとそのように思っております。他の自治体についての勉強は十分し

ておりませんので、これぐらいしかわかりません。以上でございます。 
前田委員 関連していいですか。先程、専決処分の問題が出ておりましたけれ

ども、三重県における県議会の会期について、大幅に改正されましたけれど

も、市町村ではなかなか難しいかなという感じはしておりますが、三重県が

会期を今の状態に変更されたということを先生はどのように評価されてみえ

ますか。また、どのようなお考えですか。 
駒林先生 もちろん後退しているわけではないですから、先程の話でいきます

と議会活動の恒常化ということを最後に書いておきましたけれども、議員活

動は恒常的に行っているんでしょうけれども、議会活動の恒常化というのは、
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会期というところで制約されているということを考えますと、その会期とい

うものを取っ払ってしまうということは一つの考え方だと思っております。

つまり恒常化しなければ、会期でブツブツ切られるということもありますし、

執行機関との対等性というところではやっぱり太刀打ちできなくなってくる

と思います。議会側が恒常化すると執行機関は大変だということで、たぶん

三重県議会も執行機関側の反発みたいなものが当然考えられました。その背

景には、議会開会中は執行機関側が議会にずうーと張り付いていなければな

らないということです。議会が恒常化してしまうと執行機関側を含めてその

張り付きを解除してやらないと仕事ができないということになってしまいま

すから、そこで従来の議会のあり方も変えていかなければならないことにな

ります。 
全部リンクしてくる話になってきて、これはこれで一つおもしろい方法で

あると思っています。結局、ガラガラポンでどういうことになっていくのか、

これも三重県議会の成果がどうなるのかによりますが、まだ成果については

早いようです。何年か経ってみて、いい方向だったら、みんなが真似をする

でしょう。これも自治体のサイズの問題があって、小さなところと大きなと

ころとでは違うこともありますし、執行機関側にも関連することですからな

かなか難しいというところはあります。しかし、政策形成機能でほんとうに

やっていくんだということになれば、議会を恒常化していかなければ無理な

話となります。だから、そこを執行機関側に理解してもらう、そこに掛かっ

てくるのかなという感じがします。 
池田委員 県における県民との密着度、それから５万都市である亀山市におけ

る市民との密着度、それぞれ状況は異なります。亀山市における議会基本条

例のあり方、それから執行機関との関係、密着度が高いという状況下におけ

る住民と議会との関係や議員の職務と責務などについて、議会基本条例を制

定するときの配慮すべき点とか、何かアドバイスがいただければと思います。 
駒林先生 今、おっしゃったとおり、県議会のような大きなところと接触され

た経験がそのまま生かされないといいましょうか、違う観点で見ていかなけ

ればならないと思います。今副議長がおっしゃったような点で、こちらも非

常に勉強になりました。なかなか一筋縄ではいかないなあと思いまして、今

お話があったのは三重県ぐらい大きいとある程度議会と執行機関との間に距

離が保てるということでしょう。亀山市ぐらいになると良いにつけ悪いにつ

け、距離が保てないということでしょうか。良い点としては、非常に密着し

ているということは、考えようによっては合意形成に対しては非常にスムー

ズにいくことです。だから執行機関もこれまでそういうものだと思って議会

と付き合ってきたということですが、ただしそれは非常に怖いことでもあり
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ます。スムーズというのは先程もお話しましたように、ひょっとすると執行

部からばかにされるということもありますことから、その点は非常に襟を正

すことが必要です。そういう意味で議会基本条例というのは議会が自覚的に

自分の立場を反映すべきであって、この条例はどこも前文があり案外前文の

ところでそこら辺の意識を汲み取れるようになっております。特に三重県議

会基本条例は、前文のところで意志を感じますけれども、やっぱり議会が自

分の立場を自覚した、だからこういう立場を取りたいというようなことは、

前文のようなところで反映していただいたらと思います。何と言いますか親

しい中にも礼儀ありみたいな、きちっとした対応を取ってもらいたいという

ことで、議会としてもこれから政策なら政策、監視なら監視、そこらはちゃ

んとしていくということが重要なのではないかという感じがしました。 
あまりにも人口的に小さいところで、あれもこれもというふうなことは、

ちょっと難しいのではないでしょうか。さっきの話でもそうですけれども、

議会基本条例を制定したらそれで終わりということではなく、足りないとこ

ろは、また改正していけばいいということで、今の時点における亀山市議会

の立場というものを前文に反映していただくという形でやっていただき、ま

た状況が変わってくれば改正し、バージョンアップしていけば良いのではと

思います。ある意味、そんなに大業に考える必要はなくなってきているので

はないかという感じがします。その点、三重県議会は最初の議会基本条例で

したので、しんどかった部分はありますけれども、後から制定するところは

独自の内容と既に制定されところの内容をうまく使いながらやっていただけ

ればよいのではと思っております。個人的な感想で申しわけありません。 
大井議長 駒林先生ありがとうございます。インタネットで駒林先生のホーム

ページを見させていただきました。たくさんの書物も出されております。こ

の三重県議会基本条例も岩名前議長との共著で、「議会基本条例の可能性」と

いう本を出版されております。これから私もこの本を取得いたしまして、勉

強させていただきたいと思っております。この三重県議会基本条例を私なり

に評価させていただきますと、基本的方向性として議会活動の積極的な公開

とこれに対応する形での議会への市民参加であります。さらには議会機能と

しての執行機関の監視と議会独自の政策形成を謳っているということであっ

て、分権改革の方向性に沿ったものということで評価させていただきたいと

思っております。今日は県議会の高沖次長さんもお見えになっており、彼の

お話を聞きますと、議会基本条例を作るまでには相当ご苦労されたと、ご苦

労されたのは内部の職員の理解を得ることから始まり、大変だったと。まさ

にこれから亀山市議会もこの条例作るにはいろんな議論があると思いますが、

そういう議論をしていただいて、三重県の市の先覚者となるような議会基本
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条例を作っていただきたいと思っております。そこで、一点、先生が出され

ておりますもう一つの書物における議員の身分についてです。議会の処遇に

関する考察ということについて、一点だけ確認させていただきたい。講演の

中で、２ページ目の地方議会法制の不備という項における議員の法的性格の

不明確さということですが、今、議員は非常勤職となっております、これを

常勤職化することについて、先生のご意見を聞かせていただければと思って

おります。 
駒林先生 これも難しいところですね。地方自治法のベースはドイツで、今、

議長からご紹介いただいたのは主にドイツの地方議員の身分に関する話であ

りまして、ドイツの制度をベースにして明治の地方制度はできており、それ

が今も続いているということです。現在でもドイツの場合は、地方議員は基

本的に名誉職的な位置付けでして、名誉職というのは基本的に常勤ではあり

ませんから復職制です。要するに別に正業としての職があることから、基本

的に無給であります。ただし、かかった費用については、費用弁償としてお

金を出しましょうという形になっております。その制度をベースとしていた

ことから明治時代は、まさしく名誉職であったわけですけれども、ドイツの

場合は夕方から議会を開きますが、昼間は他の仕事をして、片手間といった

らなんですけれども、夜に議員の仕事をします。だから本業の仕事に影響し

ないから無給という理屈で成り立っています。ところが、ドイツにおいても

大きな町の議員は、ほとんど議員活動に拘束されてしまうことになったこと

から、どうしたのかというと本来の正業で得られるべき金額を費用弁償の形

でお金を出すという形が認められてきて、ほぼ日本でいう報酬に近い形にな

っているわけです。結局、そこら辺を考えますと建前が今のところドイツの

建前で、他に仕事をしてもよい、だから非常勤職という形なっています。報

酬という意味合いは、単なる職務の対価というこということではなく、もう

生活給に近づいてきています。議員活動、議会活動さらに自分の本職の仕事

をやるというのは、おそらくほとんどの方ができないはずです。どちらかの

仕事が片手間になってしまうことから、その実態にこれから合わせていくと

いう法改正がなされていくことになるが、これが非常に難しいところでしょ

うけれども、おそらく常勤化してくると思っております。特に都道府県など

の議員は常勤化に近い扱いになってくるだろうと思います。難しいのは小さ

な自治体でして、これまで政策形成とかはほとんどしない、議会の会期もほ

とんど限られた会期でやっている。そうすると議会活動のみに報酬を出すと

いう仕組みで、議員活動は何もみてくれていないわけですから、実際は議員

活動を活発にしているにも関わらず報酬に反映しないため、小さな自治体に

とって現行制度は非常にいびつな形として残ってしまう可能性があるのでは
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ないかと思っております。 
議会活動にシフトすることが一般的な形になりますと議員を常勤職化して

いかなければならないと思います。そうすると、先程の話に帰ってきて、議

会の恒常化を図るということを考えないと、とても住民の賛成は得られない

だろうと思います。議会を年に数回しか開会していないし、開催の日数も１

００日にも満たないということですから、また何とか泥棒と呼ばれることに

なりかねません。そうしたところも全部リンクしてくるように思います。今

はちょうど中途半端な過渡期的なことになっているようで、実態に合わせる

という形で、今回、地方自治法第２０３条の２の改正により、議会の議員の

位置付けが、いままで他の非常勤職といっしょの取扱いだったものから少し

状況が変わってきました。おそらくこの法改正を突破口として、非常勤職と

は違う処遇とすることになり、そこで変わるのは、やっぱり議会活動にシフ

トしていくことを念頭に置いているわけです。そこはたぶん相互作用的にな

ってくるのではないかと思います。それは、私の予想ですし、そうなってい

かなければちょっとおかしいと思っています。 
竹井委員長 それでは、質問の時間もちょうど１時間ぐらい経過いたしました。

委員会としては、先生からいろいろお話をしていただいたことを軸にこれか

ら半年ぐらい時間をかけて、議論を重ねて行きたいと思います。 
先生には長時間、大変貴重な時間を割いていただきまして、本当にありが

とうございました。また、これからもいろいろなことでご示唆を願うような

こともあろうかと思いますが、その節はぜひよろしくお願いします。 
最後に先生に感謝の拍手をお送りして、この会を閉じたいと思います。本

当に今日はありがとうございました。 
駒林先生 こちらこそありがとうございました。また、いろいろと勉強させて

いただきましたので、それらを自分の仕事にも結びつけ、反映させていきた

いと思います。ありがとうございました。 
 
 
２ 議会のあり方等検討特別委員会議事概要 
 
竹井委員長 第４回の議会のあり方等検討特別委員会は、前段の２時間、駒林

先生による勉強会ということでした。大変活発な質疑をちょうだいいたしま

して、ありがとうございました。 
  事項書の協議事項及びその他に進めさせていただきます。時間的にはそん

なにかからないと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 
  それでは、まず第２番目、協議事項であります。前回の第３回議会のあり
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方等検討特別委員会における決定事項の確認ということですが、お手元に第

３回の資料が配布してございますので確認をお願いしたいと存じます。特段

大きな決定事項はなかったと思います。議事概要につきましてもお手元に配

布しておりますので確認していただきたい。 
  前回も確認していただきましたが、議事概要ということで全文書いてござ

いません。前回の内容において、発言の趣旨がずれるということはないと思

いますが、とりあえず一度お読みいただきまして、自分の発言において発言

趣旨と文章のニュアンスが違うということがございましたら早めに事務局の

ほうに申し出でていただきまして、修正が必要な場合は事務局と調整をお願

いいたしたい。これは個人個人の発言ですので、私がそれは右だ、左だと言

う立場ではございませんので、事務局と調整をお願いします。折り合いがつ

かない場合は、テープから反訳した原文のまま載せるとということになって

おります。今回の場合あまりないと思いますが、今後、またいろいろ話題が

盛り上がりますとニュアンスの問題も出てまいりますので、とりあえずご一

読だけはお願いします。 
  では、協議事項の２．第３回議会のあり方等検討特別委員会決定事項の確

認と議事概要については、以上でございますがよろしゅうございますか。 
 （異議なしの発言あり。）  
前田委員 今日の講師の先生に対する講師謝礼はいくらか知りませんが、予算

的には１０万円計上されており、また講師の旅費についても東京から一泊２

日分の予算をつけてもらってあります。たぶん今回の場合は名古屋からです

から旅費については、そんなに必要ないと思いますので、もう一回ぐらい勉

強会を計画されているということはないのですか。これからの話になるので

すか。 
竹井委員長 正・副委員長と事務局との調整会議では、基本的にはもう一回や

ろうと考えております。できれば、考え方の異なるといいますか、違ったス

タンスをお持ちの先生をお招きしてはどうかという話はしております。例え

ば、今日の内容が詰まっていって、もう一遍あの先生に来てもらおうという

ことになるかもしれませんが、勉強会はもう一回予定しております。ある程

度、論議が進んだところでもう一回予定をしております。どなたを講師にお

招きするかは決めておりません。 
  予算的には何とかなります。 

コンサルタントへの業務委託料が予算計上額よりかなり下回ったこと、ま

たこの業務に関しては、追加補正もよいということまで承認は取っておりま

す。簡単に考えれば必要な予算は出してくれるだろうと思っております。５

万円か、１０万円のことですから、これから市には何億円もの繰越金が入っ
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てきますので、まったく問題のない数字だと思います。 
二元代表制の下において、我々のスタンスを理事者が理解をすれば、この

ような長丁場の会議というのは一回だけですので、私はそんなに深く考えず

に事務局と議長でがんばって、予算を取ってきてもらえばいいのではないか

と考えております。あまり心配はしておりません。 
研修会はもう一度やることを考えております。他によろしゅうございます

か。 
それでは、協議事項については終了させていただきまして、お手元に様々

な資料を提出しましたので、事務局から資料内容について説明いたさせます

のでよろしくお願いします。 
事務局長 お手元へ配布させていただきました資料について説明させていただ

きます。最初におことわりしておきますが、各種審議会・委員会一覧表でご

ざいますが、これは行政改革室で調査したものを基に作成したものですが、

再度精査いたしましたところ漏れが１件ありました。訂正したものに差し替

えさせていただきます。新しい資料の１７番目の亀山市高齢者保健福祉計画

検討委員会が抜け落ちておりました。誠に申しわけございません。 
  この一覧表からご説明申し上げます。一覧表をご覧ください。まず一列目

は、ナンバーで、二列目が審議会・委員会の名称となっております。３列目

は現数で、これは委員会・審議会の定員でございます。４列目が審議会・委

員会の事務局を担当しております室名でございます。次の列が根拠条例等で、

設置根拠となっております条例、規則、要綱などでございます。その次の列

が前回議論いただいた事項であります根拠条例等の上位に位置する法律等で

ございます。この欄につきましては、必要に応じまして法律、政令、省令な

どの規定内容についても議論の過程で提出いたしたいと存じます。 
次に、この一覧表の中で、２ページ目のナンバー３３番までのグリーンに

色が塗ってあるものが、議員が参加している審議会・委員会でございます。

その他の色が塗ってない８８番までが議員が参加していないものでございま

す。 
  続きまして、Ａ３版の資料、先進自治体の議会基本条例等比較表について

ですが、三重県議会と全国的にも注目された北海道の栗山町議会、伊賀市、

出雲市の４自治体の議会基本条例を分析した一覧表ものでございます。ベー

スになっておりますのは、三重県議会基本条例で、その記載順序、記載内容

を基にして作成しております。例えば、三重県議会基本条例の前文ですと栗

山町ではどの内容が対応するのか、伊賀市ではどうかと横断的にまとめた分

析表でございます。 
  更に、他の自治体もということであれば、付け加えたいと存じます。必要
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があれば、おっしゃっていただければ、提出させていただきます。 
竹井委員長 お手元に事務局長から説明がありました各種審議会・委員会一覧

表と４先進自治体ということで、三重県議会、有名な栗山町、県内の伊賀市、

先進的な内容だろうということで出雲市の４自治体の比較表を作らせました。

また、後日の勉強会の資料に使いたいと思いますのでよろしくお願いします。  
それから、最初の各種審議会・委員会の一覧表ですが、緑色の３３番まで

議員が参加をしているものとなっておりますが、８８ある中で、なぜ３３だ

けなのかということも疑問でして、いま選出の方法について調査をするよう

に頼んであります。要するに充て職になっているのか、議会の中から選出す

るのか、市長が委嘱するものというのもありますので、何によって議員がこ

の委員会に参加をしているのか。特に委嘱によるというのが一番重要なとこ

ろで、都合によっては議員が参加したり、都合によっては参加しないという

こともあり得ますので、議会から何名という形なのか、市長が委嘱をするも

のということなのか。この２点の違いをそれぞれ調査してほしいといってあ

ります。それができるとほぼ内容が見えてくるといいますか。ひょっとした

ら市長が委嘱と書いてあっても、一覧表の色の塗ってないところは、我々に

声がかかっていないものもありますし、代表者会議で参加をしないといって、

断ったケースも過去にあります。意図的に入れられているのか、外されてい

るのか知りませんけれども、今日の話じゃありませんけれども理事者側の手

に乗っかって、我々が委員を派遣させられているのかどうか。汚く言えばそ

ういう言い方ですけれども、少しその調査もお願いしてございます。それが

できるとほぼこの８８の審議会・委員会のあり方が見えてくるのではないか

と思います。その後の議論は、また条例を作る中で、さまざまな参考資料と

してお使い願えればと考えております。 
  それから、もう一つお手元には、この前事務局から言われましたが、栗山

町における議会基本条例の制定に関する本を購入させていただきました。各

委員に一冊ずつありますので、折につけ読んでいただき、ご活用をお願いし

たい。  
それから今日、新聞の記事のコピーを４枚配布させていただきましたが、

研修会用が２枚あり、残り２枚は事務局から出してもらいました。また、最

近こういう議会改革の特集の記事が各紙に出ておりますので、気付いた範囲

で、皆さんもこういう新聞にこういう記事があったと事務局のほうにご紹介

いただいて、こういうものも集めてみよう思います。また、新聞記事もシリ

ーズものであったり、単発ものもありますけれども、いろいろな見方が書い

てありますので、ぜひこういうものも皆さんがお気付きになりましたらご報

告をお願いしたいと考えます。こういうものもこれからの議論には参考にな
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るかなというふうに考えております。 
  これで、前回ご指摘をいただいて整理した部分ですが、今、資料の説明で、

ご質問等ございましたらよろしくお願いします。 
  森美和子委員 
森（美）委員 審議会・委員会一覧表の差換えについてですが、差換え前の資

料は、勝手に処分してもよいですか。 
竹井委員長 事務局へ戻してください。 
前田委員 一昨日、あいあいで開催されました保護司会の「社会を明るくする

運動」についても委員として、自動的に選任か委嘱かのいずれかの形で案内

文書が届いておりましたが、市議会として組織に参加していることから自動

的に議員全員が委員になるという形のものなのか。その辺よくわかりません

ので、出席はさせてもらったけれども、あれはどういうものですか。 
竹井委員長 たぶん、条例等を根拠とするものではなくて、鈴亀地区の上部団

体から流れている運動で、議員がそこへ参加をしていることになっているの

だと思います。市長と議長も朝７時ごろから街頭で配り物をするイベントが

あるようで、そのメンバーに加えられています。この各種審議会・委員会と

は別の話です。調べてみないとはっきり分かりませんが、運動推進団体に全

議員がメンバーとして連ねているのかもしれません。 
  当委員会では、この一覧表に載っているものしか議論の対象としませんの

で、今の話は、また別の話になります。我々が派遣要請を受けて、議会から

出す委員に限定してあります。この場合は議員に要請があるだけで、議会に

は要請がありません。一覧表のものは、全て議会に要請があります。 
  ただ、市長と議長は、年に一度、朝に配り物をするイベントに参加してお

り、行政も議会も運動に参加しているという位置付けであろうということで

す。 
  この団体は、法務省の関係団体で全国組織です。あくまでも議論の対象は

条例等に基づき、議会からの代表者だとか市長から委嘱を受ける場合はこの

一覧表に載っていますので、そこだけを対象にしたい。 
  他によろしいでしょうか。 
   （発言者なし） 
竹井委員長 次の特別委員会の日程と内容の確認をしたいと思います。正・副

委員長の打合せで、調整をさせていただいておりますが、コンサルタントへ

の業務委託については、今から入札をする段階です。両方の特別委員会を一

つのコンサルタントにやらせるということらしいので、正・副委員長と事務

局とでコンサルタントがどんなことができるものなのか調整をしてみたいと

思います。どのような業務が強いのか、弱いのか、とてもうちではそんなこ
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とできないというような、この部分はダメですよということがあるかもしれ

ませんので、一旦調整をした上で、７月の第５回の特別委員会になりますが、

内容を決めようかなというふうなところまでは行っております。 
今、考えておりますのはコンサルタントの人を入れて、お渡しした資料と

今日の研修会も踏まえて、できれば一回自由な議論をやってみたいなと思っ

ております。テーマは議会基本条例を作るということがテーマですけれども、

今日の話もありましたし、何といっても整理はまだできていませんが比較資

料もあります、また今日、森美和子委員から議会と議員ということについて

の質問がありましたが、少し自由な意見交換をやれないだろうかと思ってお

ります。それについては、特別委員会には協議会はないわけでありますけれ

ども、特別委員会を一旦切って、懇談会に切り替え、議事録とは関係ない議

論の場にしたいというふうなことを考えています。早くても７月の全員協議

会以降の日程で開催したいと考えております。要するにコンサルタントがど

の事業者になるのか決まりませんので、打合せができませんが、決まれば打

合せをし、その結果を受けて全員協議会の終わった後、ですから７月２３日

ぐらいの週に開催したいと考えております。各常任委員会の視察も１８日ま

でには終わると聞いておりますので、まだ固まっておりませんけれども、最

後の週ぐらい、２３日の週ぐらいで開催をお願いできないだろうかと思いま

す。業務委託するコンサルタントが決まった段階で、各委員の方に日程の打

診を事務局からさせていただきますので、空いている日をお教え願います。

予定では２３日以降から８月の頭までに一遍やりたいということです。ご予

定等あろうかと思いますが、すこし頭に入れていただければありがたいと考

えております。次回の日程と内容ついて、よろしゅうございますか。 
  （発言者なし）  
竹井委員長 それでは、コンサルタントが決まり、そこと調整をした上で、特

別委員会を開催させていただきます。次回は、少しフリートーキングみたい

な形で自由な意見交換を行います。その先の話をしますと、第５回特別委員

会の次ぐらいにはどこかへ行政視察に行きたいと思っております。先ず研修

や視察を重ねておいて、９月議会が終わった後から本格的な議論に入り、そ

の辺でもう一回勉強会をしてはどうかと考えます。また、違う先生の話もき

いてみるか、同じ先生でもう一度詰めた話をするか、皆さんと意見調整をし

て１０月、１１月頃にもう一度、研修会的なものもやれないかと思います。

粗くはそのような日程で、事務局とは調整をしておりますので、その辺も頭

の隅にでも置いていただきたい。また会派の視察なども入ってきますので、

事前に調整はさせていただきます。よろしくお願いいたします。 
  日程については、よろしゅうございますか。そういう流れでよろしいです
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か。 
（はいとの発言あり。） 
次回特別委員会の日程については、事務局との調整が終わりましたら、７

月後半から８月初旬に第５回を開催させていただきます。内容につきまして

は、自由な討議でいきます。事前に皆さんの日程については、事務局から確

認をいたしますので、その旨、空いている日のご連絡をお願いいたしたいと

思います。 
事項書３．のその他を入れて、だいたい終わりましたが、特に確認をして

おきたいことございませんか。なければ終わりたいと思います。 
よろしいですか。 
（はいとの発言あり。） 

竹井委員長 本日は、長時間ありがとうございました。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


